
令和４年度活動報告

権限移譲小委員会

令和５年３月

和歌山県・市町村連携会議



平成２１年３月 和歌山県・市町村連携会議において「市町村への分権に関する計画」を決定
６月 権限移譲に関し、地方自治法第２５２条の１７の２第２項の規定に基づく協議
９月 事務処理の特例に関する条例改正案成立
１２月 （国）地方分権改革推進計画が閣議決定

平成２２年４月 ４８法律に係る権限を移譲
平成２３年４月 （国）第１次一括法成立
平成２３年８月 （国）第２次一括法成立
平成２５年６月 （国）第３次一括法成立
平成２６年４月 （国）第４次一括法成立
平成２７年６月 （国）第５次一括法成立
平成２８年５月 （国）第６次一括法成立

９月 医療法改正に係る規定の整備
平成２９年３月 第６次一括法に係る権限を削除、建築基準法に係る事務を追加、和歌山県の動物愛護及び管理に関する条例

に係る事務を追加、農業振興地域の整備に関する法律等の改正に係る規定の整備
平成２９年４月 （国）第７次一括法成立
平成３０年３月 建築基準法に係る事務を追加、都市計画法の改正に係る規定の整備
平成３０年６月 （国）第８次一括法成立
平成３１年３月 建築基準法に係る事務を追加、医療法施行規則及び和歌山県公害防止条例の改正に係る規定の整備
令和 元 年５月 （国）第９次一括法成立

１２月 和歌山県公害防止条例に係る事務を追加
令和 ２ 年３月 浄化槽法、動物愛護管理法、社会福祉法及び和歌山県動物愛護管理条例の改正に係る規定の整備
令和 ２ 年６月 （国）第１０次一括法成立
令和 ３ 年３月 和歌山県魚介類行商条例の廃止に係る規定の整備
令和 ３ 年５月 （国）第１１次一括法成立

１２月 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る事務を追加

１．事務処理特例条例の改正
～ 令和 ３ 年度

令和 ４ 年５月 （国）第１２次一括法成立
令和 ５ 年３月 建築基準法の改正に係る規定の整備
＊令和５年３月現在の移譲事務数 ８９法令 ６５６事務

令和 ４ 年度



（１） 地方分権改革に関する提案募集とは

現場に残る具体的な支障を取り除くため、さらなる事務・権限の移譲、義務付け・枠付けの

見直しの提案を各地方公共団体等から募る制度のこと（平成２６年に導入）

（２） 当該制度の特徴

＜事前相談＞

・ 内閣府が直接、相談を受付

・ 提案内容が未確定でも相談可能

（事務・権限による支障や担当者レベルのアイデアでも相談可能）

・ 自治体から派遣された職員を中心に親身に助言

＜提案＞

・ 事前相談の結果を踏まえ、「事務・権限の移譲」、「義務付け・枠付けの見直し」等

について、具体的支障事例や制度改正による効果と合わせて提案

＜提案後の対応＞

・ 単なる要望ではないため、年末の閣議決定まで、内閣府と協議をする必要がある

２．地方分権改革に関する提案募集について
制度概要

平成２６年度 提案２件（①和歌山市②田辺市）

平成２９年度 提案２件（①和歌山市②県と８市町（橋本市、御坊市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町、九度山町、湯浅町、有田川町）での共同提案）

令和 ４ 年度 提案なし
※平成２７年度、平成２８年度、平成３０年度、令和元年度、令和２年度、令和３年度…「提案なし」

令和３年度までの県内市町村の取組
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